地方創生・地域産業緊急重点強化支援事業　事業計画認定申請公募要領
岩手県では、県内企業が行う地域産業の競争力強化や魅力ある雇用の受け皿づくりに資する設備投資を支援するため、「地方創生・地域産業緊急重点強化支援事業」を実施することとしており、その補助金の交付申請に必要となる事業計画の認定について、以下のとおり公募を行います。
１　事業の目的
地方における安定した雇用創出や地方への新しいひとの流れをつくるため、県内企業が、地域産業の競争力強化や魅力ある雇用の受け皿づくりに資する設備投資を行う場合に要する経費の一部を補助するものです。
２　公募要件
岩手県内に本社または事業所を有する企業で、日本標準産業分類の大分類のＣからＲのいずれかに該当するもの。
	【参考：日本産業分類】

	Ａ　農業，林業
Ｂ　漁業
Ｃ　鉱業，採石業，砂利採取業
Ｄ　建設業
Ｅ　製造業
Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業
Ｇ　情報通信業
Ｈ　運輸業，郵便業
Ｉ　卸売業，小売業
Ｊ　金融業，保険業
	Ｋ　不動産業，物品賃貸業
Ｌ　学術研究，専門・技術サービス業
Ｍ　宿泊業，飲食サービス業
Ｎ　生活関連サービス業，娯楽業
Ｏ　教育，学習支援業
Ｐ　医療，福祉
Ｑ　複合サービス事業
Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）
Ｓ　公務（他に分類されるものを除く）
Ｔ　分類不能の産業


３　事業期間
交付決定日から平成28年3月15日までとします。
※事業の開始日は、交付決定日以降となることに留意してください。
４　対象経費
補助対象事業に要する経費で、以下に掲げるものを対象とします。
なお、交付決定日前に着手したものについては、補助の対象外としますので、ご留意ください。
	経　費
	内　　　容

	(1) 機械装置費
	機械装置の購入、製作、改良、据付、借用又は修繕に要する経費
※資産計上の際に機械装置の額に含まれるものに限ります

	(2) 工具器具費
	工具器具の購入、製作、改良、借用又は修繕に要する経費

	(3) 原材料費
	補助対象事業に必要な試作品の開発等に使用する原材料及び副資材の購入に要する経費

	(4) 技術指導費
	設備等の整備及び研究開発に必要な技術的な助言及び指導並びに労務の提供を外部から受けるために要する経費

	(5) 教育研修費
	設備等の整備及び研究開発に必要な教育研修の実施に要する経費

	(6) 委託費

	補助対象事業に必要な原材料の再加工、設計、分析及び検査等を外部に委託するために要する経費

	(7) 運搬費
	設備等の整備に必要な運搬料等の支払いに要する経費

	(8) 工事費
	設備導入に伴い必要となる工事に要する経費
※設備導入に伴うものに限り、かつ、機械装置の取得価額に含まれるもの（資産計上の際に機械装置の額に含まれるもの）に限ります

	(9) その他、知事が特に必要と認める経費


注１　消費税及び地方消費税は、補助対象外となります。
注２　他に流用できるような汎用性の高いものは対象となりません。
５　事業計画認定の審査の方法及び審査のポイント
計画認定は、県の審査会において審査し、県の予算の範囲内で、県施策等との関係を考慮して行います。よって、前述の各種要件を満たした事業計画であっても、補助金申請予定額が減額される場合や、計画が認定されない場合もありますので、あらかじめ御了承願います。
審査は、次の点を中心に行います。
【事業化面】
次のいずれの要件にも該当するものであるか。
(1)
事業実施のための体制や最近の財務状況等から、補助事業が適切に遂行できると期待できるか。
(2)
市場ニーズ、ユーザー、マーケット及び市場規模が明確か。
(3)
補助事業の成果が価格的・性能的に優位性や収益性を有し、かつ、事業化に至るまでの遂行方法及びスケジュールが妥当か。
【政策面】
(1)
地域産業の競争力強化に資する設備投資であり、次のいずれかにおいてモデル的な取組であるか。
・県内における取引の拡大等、サプライチェーンの強化に資するもの
・新分野進出・新たなサービス展開を図るもの
・技術力の向上により競争力を高めるもの
・生産性の向上により競争力を高めるもの
・製品・サービスの付加価値を高めるもの
(2)
魅力ある雇用の受け皿づくりに資する設備投資であり、次のいずれかにおいてモデル的な取組であるか。
・雇用の拡大に資するもの
・魅力ある雇用環境づくりに資するもの
６　補助率及び補助限度額
(1)
補助率：補助対象経費の２分の１以内（千円未満切り捨て）
なお、この補助率は、あくまでも上限であり、必ずしもこの補助率で認定するものではありません。
(2)
補助限度額：１企業１件当たり１億円
なお、補助の下限額は、１，０００万円とします。
７　スケジュール（予定）
	事業計画の公募期間

【県内企業→県】
	平成27年4月 3日（金）

～5月15日（金）17 時


	計画認定通知
【県→県内企業】
	平成27年６月  上旬

	補助金交付申請
【県内企業→県】
	平成27年６月  中旬

	補助金交付決定
【県→県内企業】
	平成27年６月  下旬


※「計画認定通知」及び「補助金交付決定日」は予定であり、変更となる場合があります。

８　事業計画の提出
(1)
提出書類（各１部）

①事業計画認定申請書（別添様式）

②事業計画書（様式の別紙）
③決算書（直近３期分）の写し

④会社概要資料（パンフレット等）

⑤見積書の写し等事業費の根拠を証する書類

 (2)
書類の体裁等
書類はA4版に片面印刷し、クリップ止めしてください。（ホチキスは使用不可）
(3)
備考
提出された書類等は返却しませんので、ご了承ください。
提出書類のほか、必要に応じて追加資料の提出及び説明を求めることがあります。
(4)
提出期限

平成27年５月15日（金）午後５時必着
(5)
提出先

次の提出先に郵送又は直接持参により提出してください。
岩手県  商工労働観光部  ものづくり自動車産業振興課

〒 ０２０－８５７０  盛岡市内丸１０－１

電話： ０１９（６２９）５５３０

電子メールアドレス：AB0005@pref.iwate.jp
※郵送で提出する場合には、封筒の表に「地方創生・地域産業緊急重点強化支援事業　事業計画在中」と朱書きしてください。
９　補助金の支払い
補助金は、補助事業終了後に実績報告書及び証拠書類（事業に要した経費に係る請求書・領収書等）を提出いただき、検査による確認を経たうえで交付します。
このため、補助対象物件の支払いにあたっては、補助金が支払われるまでの間、立て替えて支払う必要があります。
10　補助事業者の義務
本事業の交付決定を受けた場合には、以下の条件を遵守していただきます。
(1)
交付決定を受けた後、経費の配分若しくは内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）しようとする場合又は補助事業を中止若しくは廃止しようとする場合は、事前に承認を得なければなりません。
(2)
補助事業が予定期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、事前に報告して指示を受けなければなりません。
(3)
知事から指示があった場合には、補助事業の遂行状況について報告しなければなりません。
(4)
補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む）は、補助金請求書に知事が定める書類を添えて提出しなければなりません。
(5)
補助事業の経理について他の経理と明確に区分して帳簿及び全ての証拠書類を整理し、その収支の状況を明らかにしておくとともに、これらの帳簿を補助事業が完了した日の属する事業年度の翌年度の４月１日から５年間保存しなければなりません。
(6)
補助事業により取得し、又は効用の増加した機械等の財産で、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のものについて、知事が別に定める期間以前に当該財産を処分（補助金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付、担保に供すること）する必要があるときは、事前の承認を受けなければなりません。
11　注意事項
(1)
役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者は、補助金の交付申請をすることができません。
(2)
風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条に規定する風俗営業及び性風俗特殊営業を行っている者（同法第２条第１項第２号に掲げる料理店、同項第４号及び同項第８号に掲げる営業を除く。）は、補助金の交付を受けることができません。

＜お問合せ先＞


岩手県商工労働観光部ものづくり自動車産業振興課


電話：019-629-5530　　ＦＡＸ：019-629-5549


E-mail：AB0005@pref.iwate.jp
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